



































第5章では非生産的行動 CDUP)のパラドックスを検討した。そして、パグワッティ r スリ ニヴァサン
の仮定に沿って議論を展開したとしてもレヴェニュー・シーキング活動によ って経済厚生が増大するとい
うパラドックスの可能性が少ないことを明らかに した。
第6掌では政府による流通に対する規制の問題を採り上げ、卸売市場の規制を緩和し、市場外流通と共
通の競争条件を作る時期に木・ていることを指摘した。
第7章では情報化と卸先市場の関係を検討した。伝統的なモデルには卸先業者や小売業者といった流通
業者は存在しないが、わが国における生鮮食料品の流通チャンネル間の競争を情報の視点から比較分析し
た。
第8卒・では、戦後日本経済とその制度的枠組みの関係について実証分析を行い、戦後半世紀に及ぶわが
国経済のパフォーマンスを支えてきた制度的枠組みがどのような問題点を包摂していたのかを問題にした。
論文審査の結果の 要旨
申請論文は公共経済学にとって重要な諸問題についてそれぞれ独自な賞献がある。また、従来の枠を越
えて公共続済学が検討すべき新たな方向を示唆している。
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申請論文は餌論部分(第1:章、第2章、第3章、第4章、第5章)と実証部分(第6章、第7章、第8
掌)からなっている。
第1章「生産的公共財の最適供給と競争均衡」では公共財の供給が最適水準になるか否かを恨岸論文を
検討する形で吟味している。その結果、社会的厚生最大化ケースに比べて市場経済での利潤最大化が行わ
れ場合に公共財が過大に供給されるとは|根らず、過少に供給される場合があることを明らかにした。
第2章では「公共部門の拡大とインフレ・スパイラル」では公共部門の拡大がインフレの原凶とされて
きた通説が検討される。諸モデルが比較検討されるが、最後に、完全雇用と均衡財政を明示化したモデル
を検討することにより、完全雇用や均衡財政政策の緩和は財政赤字、高失業を生み出すことが示される。
そして市場部門の活性化につながる非市場部門の活動の重要性を示唆している。
第3章「政党間競争と企業行動」では政府の目的関数が導入され租税を通じた調整による政府部門と民
間部門の大きさが検討される。公共部門の相対的な拡大が直ちに民間部門の縮小を意味するわけでないこ
とが示される。また、政府の目的関数における政府部門のバイアスが大きくなると企業の利潤制約条件が
作用する。企業を中心とする利益集団の動きでこのバイアスが高くなっているならば企業は囚人のジレン
マ状況に陥る場合があることが示唆される。
第4章「利益集団と政党間競争jは一枚岩の政府と捉えず対立する政党と利益集団としての選挙民との
投票と政策というゲームとして政策決定が論じられる。得票格差最大化あるいは得票数最大化を目的とす
る各政党が各利益集団のイデオロギ一位置にとどまると限らず、相手政党と結びっく利益集団のイデオロ
ギー位置に近づく場合も検討される。そして、利益集問がイデオロギーの異なる政党への影響力を拡張し
ようとするほど、利益集団の意図とは逆に政党がメディアンの位置を選択することが不される。
第5章「非生産的活動のパラドックス」ではレントシーキング活動はセカンドベストをもたらしうると
いうパラドキシカルなBhagwati& Srinivasanの主張が検討され、完全競争的なレベニュー・シーキング
が行われるならばこの命題が成立ないことが証明される。
第6章、第7章、第8草ーでは完全競争市場モデルでは明示的には想定されていなかった流通の役割が日
木の卸売市場で実証的に検討されている。
第6ぎ「規制緩和と卸売市場」では卸売市場の歴史的変遷、現状が分析される。そして、川上(生産)
での規制緩和〈自由化)と川下(小売り)における規制緩和(大庖法改正〉という状況下での(卸売)市
場流通の存在意義が検討され、市場外流通との競争条件を作る必要性が示唆される。
第7章「情報化と卸売市場Jでは卸売市場の情報化が分析される。川上と川下では情報化が進んでいる
のに対し川中の卸売市場では情報化が進んでいない。卸売市場での前日情報せり取引の問題点が指摘され
る。
第8章「戦後日本経済と制度的枠組み」では21世紀の日本経済の経済にとって重要なのは共生の枠組み
であることが提唱される。そして、 7つの点からの共生の構築が考察される。
以上の検討から、本申請論文は博士(経済学)の学位授与にふさわしいと認められる。
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